
（平成２３年５月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口国民年金 事案 674 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年７月から２年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成元年７月から２年２月まで 

    平成２年の３月か４月頃に国民年金の加入手続をしたが、婚姻前の国民

年金保険料は納付しなかったところ、加入手続をして半年から１年ぐらい

経過した頃、Ａ市役所年金課かＡ社会保険事務所（当時）の中年の男性職

員が自宅に来て、婚姻前の８か月分の保険料が未納となっているが、将来

のことを考えて納付した方が良いと勧められた。 

最初は一括で納付するように言われたが、一度に８万円ぐらいの保険料

を納付することは無理だったので、毎月、夫の給料日に合わせて自宅へ集

金に来てもらい、１か月分の保険料 8,000 円から１万円ぐらいを納付し、

３枚か２枚複写の領収書を受領していた。 

領収書は紛失してしまったが、申立期間が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成２年９月頃から３年３月頃までの間に、Ａ市役所かＡ社会

保険事務所の中年の男性職員が自宅に来て、婚姻前の８か月分の国民年金保

険料の納付を勧められたと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号

番号は、Ａ市の国民年金被保険者台帳等から、２年４月頃に払い出されたも

のと推認できる上、申立人が納付したとする時期において、申立期間の保険

料を納付することは可能であったと考えられる。 

また、申立期間の保険料は、訪問時期から判断すると過年度保険料と推測

されるところ、申立人の自宅を訪問した者は、社会保険事務所の職員と推認

でき、Ａ年金事務所では、「平成２年から３年頃、職員が保険料未納者宅に



戸別に訪問して、保険料の納付督励を行っていた。」と回答している。 

さらに、申立期間は８か月間と短期間である上、申立人は、保険料の納付

方法について、夫の給料日に合わせて自宅へ集金に来てもらったとしている

ところ、Ａ年金事務所は、「当時、被保険者側から要望があれば、毎月指定

された時期に訪問し、保険料を領収しており、当時使用していた領収書は３

枚複写であったと思われる。」と回答していることから、申立人の記憶とほ

ぼ一致しており、申立人が納付したとする保険料額は、当時の保険料額とお

おむね一致しているなど、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



山口厚生年金 事案 1023 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 22 年１月 20 日から同年８月 15 日までの

期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日を同年１月 20 日、資

格喪失日を同年８月 15 日とし、当該期間に係る標準報酬月額を 150 円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ：  昭和 21年９月から 22年８月頃まで 

    昭和 21 年７月末に、Ｂ事業所が所有する船舶を下船した後、当該船舶に

一緒に乗り組んでいたときの船長から誘われて、同僚と一緒に、同年９月

から 22 年８月頃までの期間において、Ａ株式会社が所有するＣ丸に乗り組

み、甲板員として従事したので、申立期間を船員保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が一緒にＡ株式会社所有のＣ丸に乗り組んでいたと記憶する同僚は、

「昭和 21 年８月又は同年９月頃に、申立人と一緒にＣ丸に乗り組み、一緒に

下船した 22 年８月頃までの期間において、甲板員として同じ職務に従事して

いた。」と供述していることなどから判断すると、申立人が申立期間におい

てＡ株式会社所有のＣ丸に乗り組み、甲板員として勤務していたことが認め

られる。 

また、上記の同僚は、「私にはＣ丸に係る船員保険の被保険者記録が確認

できる。申立人と私は、同じ雇用条件で一緒に乗り組み、同じ業務に従事し

ていた。」と供述しているところ、Ａ株式会社に係る船員保険被保険者名簿

において、昭和 22年１月 20日から同年８月 15日までの期間について、当該

同僚に係る船員保険の被保険者記録が確認できる上、申立人及び同僚が記憶



するＣ丸の乗船人数について、当該被保険者名簿における被保険者数と比較

し検証したところ、申立人の職種である甲板員は、申立人を除くほぼ全員に

ついて、船員保険の被保険者記録が確認できる。 

さらに、申立人は、Ａ株式会社所有のＣ丸に乗り組んだ経緯を鮮明に記憶

しており、当該記憶は上記の同僚の記憶と一致する上、当該船舶と一緒に建

造されたとされるＤ丸の船舶抹消謄本の記録とも一致している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、昭和 22 年１月 20 日から同年８

月 15 日までの期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていた

ものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、同僚のＡ株式会社所有のＣ丸

における船員保険被保険者名簿の記録から、150 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る船員保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ株式会社は既に廃業しており、事業主に確認することはできないが、仮に、

事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その

後被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機

会においても社会保険事務所（当時）が当該届出を記録していないとは通常

の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の

取得及び喪失等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 22 年１月から同年７月までの船員保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 21年９月から 22年１月 20日までの期間及び

同年８月 15 日から同年９月１日までの期間については、船舶所有者名簿によ

れば、Ａ株式会社所有のＣ丸は同年１月 20 日に船員保険の適用船舶になって

いることが確認できる。 

また、Ａ株式会社は既に廃業しており、当該期間に係る船員保険料の控除

を確認できる賃金台帳等の資料を確認することができず、上記の同僚は、

「当該期間における船員保険料の控除については記憶していない。Ｃ丸を下

船した具体的な日付は覚えていないが、申立人を含めほとんどの乗組員が一

緒に下船したと思う。」と供述しているところ、前述の被保険者名簿におい

て、当該同僚を含む複数の被保険者が昭和 22 年８月 15 日に被保険者資格を

喪失していることが確認できる。 

さらに、申立人は、当該期間に係る船員保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、ほか

に申立人が当該期間において事業主により給与から船員保険料を控除されて

いたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間のうち、昭和 21 年９月から 22 年



１月 20 日までの期間及び同年８月 15 日から同年９月１日までの期間に係る

船員保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



山口厚生年金 事案 1024    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年６月１日から同年７月 17 日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、Ａ株式会社における資格取得日に係る記録を同年６月１

日とし、当該期間に係る標準報酬月額を５万 2,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年５月 22日から同年７月 17日まで 

 昭和 47 年５月 22 日にＡ株式会社に入社し、同社本社の二階に所在した

寮から同社Ｂ営業所に通い、正社員として勤務したので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録により、申立人が申立期間において、

Ａ株式会社に勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、昭

和 47 年に厚生年金保険被保険者の資格を取得した複数の者について、雇用保

険の被保険者記録を調査したところ、雇用保険被保険者の資格取得日と厚生

年金保険被保険者の資格取得日が一致している者が複数確認できる上、雇用

保険被保険者の資格取得日と厚生年金保険被保険者の資格取得日が一致して

いない者であっても、雇用保険被保険者の資格を取得した日から１か月以内

に厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認できる一方、申立

人のみが雇用保険被保険者の資格を取得した日から２か月以上経過した後に

厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認できる。 

さらに、当該事業所の給与計算の締切日が 15 日であった旨供述している同

僚が確認できるところ、雇用保険の被保険者記録及び前述の被保険者原票に



おいて、申立人と同様に月の途中で雇用保険被保険者の資格を取得した複数

の者については、雇用保険被保険者の資格取得日と厚生年金保険被保険者の

資格取得日が一致していない上、昭和 47 年に厚生年金保険被保険者の資格を

取得した 24 人のうち、ほとんどの者が１日付け又は 15 日付けで資格取得し

ていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年６月

１日から同年７月 17 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る被

保険者原票の昭和 47 年７月の記録から、５万 2,000円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、現

在の事業主は「資料等が無いので、不明である。」と回答しており、このほ

か、確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかではないと判

断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 47 年５月 22 日から同年６月１日までの期間

については、前述のとおり、雇用保険の被保険者記録及び前述の被保険者原

票において、申立人と同様に月の途中で雇用保険被保険者の資格を取得した

複数の者について、雇用保険被保険者の資格取得日と厚生年金保険被保険者

の資格取得日が一致していないことなどから総合的に判断すると、当時、申

立事業所では、月の途中で雇用保険被保険者の資格を取得させた者について、

必ずしも雇用保険被保険者資格の取得と同時に厚生年金保険に加入させてい

たとは限らない事情がうかがえる。 

また、当該期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立

人が当該期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されてい

たことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち昭和 47 年５月 22 日か

ら同年６月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



山口厚生年金 事案 1025     

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間のうち、昭和 49 年 12 月から 50 年７月までの期間におけ

る標準報酬月額は 11 万円であると認められることから、当該期間における厚

生年金保険の標準報酬月額に係る記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ：  昭和 49年 12月１日から平成９年７月１日まで 

 私は、Ａ株式会社（昭和 51 年 11 月にＢ株式会社に社名を変更）にＣ職

として昭和 49 年 12 月に入社後、平成 13 年 12 月＊日に同社が株式会社Ｄ

に吸収合併されるまで勤務した。 

入社当初から平成９年６月まで、毎月の給与は歩合給の一部と固定給が

支給されていた。また、歩合給の残額は４か月分をまとめて賞与として支

給されていたため、申立期間の標準報酬月額は歩合給の残額を加えた報酬

月額に見合うものとなっていないので、歩合給の全額を加えた報酬月額に

見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 49年 12月から 50年７月までの期間の標準報酬月

額は、オンライン記録では、９万 8,000 円と記録されているところ、Ａ株

式会社が加入するＥ厚生年金基金が保管する「加入員適用記録」によると、

11万円であることが確認できる。 

また、Ｅ厚生年金基金は、「申立期間当時、申立事業所は標準報酬月額

に係る届出の様式として複写式を使用しており、同一内容のものが、社会

保険事務所（当時）と当基金に提出される仕組みになっていた。」と回答

している。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間のうち、昭和 49 年 12

月から 50 年７月までの期間における標準報酬月額は、11 万円に訂正する

ことが必要である。 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 50 年８月から平成９年６月までの期間につ



いて、前述の「加入員適用記録」における標準報酬月額は、Ａ株式会社に

係る健康保険厚生年金被保険者原票及びオンライン記録上の標準報酬月額

と一致している。 

また、申立人から提出のあった平成９年２月及び同年３月の給与明細書

によると、給与支給額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録上の標準

報酬月額（32 万円）に見合う額であるとともに、事業主により給与から控

除されている厚生年金保険料額もオンライン記録上の標準報酬月額（32 万

円）に見合う保険料額であることが確認できる。 

さらに、申立人は、「毎月の給与は歩合給の一部と固定給が支給されて

いた。歩合給の残額は４か月分をまとめて賞与として支給されていた。」

と供述しているところ、Ｂ株式会社において、平成７年５月以降に経理事

務を担当していた者は、申立人を含む従業員の歩合給を賞与として支給し

ていた理由について、「私が経理事務を担当する前から行われていたもの

で、事業主と従業員両者の合意により、各々が負担する社会保険料額を低

減させるためではないかと思う。」と供述している。 

加えて、申立期間当時にＢ株式会社に勤務していたとする同僚は、「入

社当初、事業主から歩合給を賞与として支給したいとの要請があり、これ

に同意したが、その後、時期は不明であるが、歩合給を賞与としてではな

く毎月の給与に含めて支給するよう変更してもらった記憶がある。」と供

述しており、同人の供述から判断すると、既に歩合給を毎月の給与に含め

て支給されていたと推認される頃（平成６年頃から 11 年頃までの期間）の

歩合給計算書及び給与明細書において、歩合給の全額が給与として支給さ

れ、控除されている厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額はオンライン

記録上の標準報酬月額と一致していることが確認できる。 

    また、申立人は、申立期間のうち平成９年２月及び同年３月を除く期間

に係る給与明細書を所持していない上、商業登記簿によると、Ｂ株式会社

は 13 年 12 月に株式会社Ｄに吸収合併され、解散している上、株式会社Ｄ

はＢ株式会社の賃金台帳等の関連資料を引き継いでいないと回答している

ことから、申立期間のうち、９年２月及び同年３月を除く期間に係る標準

報酬月額及び厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間のうち、昭和 50 年８月から平成９年６月までの期間については申

立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 



山口厚生年金 事案 1026 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 33年９月１日から 38年９月 20日まで 

 私は、日本年金機構から脱退手当金の確認はがきを受け取ったところ、

脱退手当金が支給された以前に厚生年金保険に加入していた３事業所のう

ち、申立期間に係る１事業所については、脱退手当金の支給記録があると

記載されていた。当時、結婚のため会社を辞めたものの、脱退手当金制度

を知らなかったので受給手続はしていないし、受け取ってもいないので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の脱退手当金については、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者

資格喪失日から約１年１か月後の昭和 39年 10月 23日に支給決定されており、

事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票及び厚生年金保険被保

険者台帳記号番号払出票の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであ

り、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人

は、昭和 38 年 10 月＊日に婚姻し、改姓していることから、申立人が旧姓で

脱退手当金を請求したとは考え難い。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、支給決定日以前の全ての厚生

年金保険被保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間



より前にある被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、３回

の被保険者期間のうち、２回の被保険者期間が未請求となっており、申立人

が当該被保険者期間を失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

    

 



 

山口国民年金 事案 675 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年７月から８年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成４年７月から８年３月まで 

    私は、申立期間当時は大学生であり、無収入であったため、国民年金保

険料を納付しなかったところ、督促のはがきが来た。帰省した際に、数十

万円の金額の督促はがきを父親に渡し、保険料を納付してもらったので、

それ以降は督促のはがきは来ていないのに、申立期間が未納となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、数十万円の金額の督促はがきを父親に渡し、国民年金保険料を

納付してもらったと主張しており、保険料納付を行ったとする申立人の父親

は、「督促はがきに基づき数十万円の保険料を金融機関で納付した。保険料

の納付は、複数回ではなく一回で納付したと思う。その後は督促のはがきが

来なくなった。」と供述しているが、制度上、２年を経過すると時効により

納付できないことから、45 か月間ある申立期間について、一回で納付するこ

とはできないことから、申立内容には不自然な点がみられる。 

   また、申立人は、申立期間の保険料の納付に直接関与していない上、申立

人の父親は、具体的な納付金額、納付時期及び納付場所を記憶しておらず、

保険料納付に関する具体的な供述を得ることができない。 

さらに、Ａ市が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿において、申

立期間は未納となっており、オンライン記録と一致している。 

加えて、申立人の保険料が納付されたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに保険料が納付されたことをうかがわせる周辺事情



 

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



 

山口国民年金 事案 676 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年１月から同年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成６年１月から同年５月まで 

    私は、平成５年 12 月末にＡ事業所を退職し、再就職するまでの６年１月

から同年５月まで、当時、同居していた母親が私の国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料を納付してくれたはずなので、申立期間を保険料納

付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、母親が平成６年１月頃に、Ｂ町役場で、申立人の国民年金への

加入手続をしたと申し立てているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、そ

の前後の記号番号の被保険者の資格取得日等から、７年６月頃に払い出され

たものと推測でき、オンライン記録から、申立人が厚生年金保険被保険者の

資格を喪失した同年６月８日に国民年金の被保険者資格を取得していること

が確認できるとともに、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる事情は見当たらないことから、申立期間は国民年金の未加入期間

であり、制度上、国民年金保険料を納付することができない。 

また、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与して

おらず、これらを行ったとする申立人の母親は、申立期間についての加入手

続及び保険料の納付に関する記憶が曖昧である。 

さらに、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

山口厚生年金 事案 1027    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 59年 10月 20日から 60年４月１日まで                            

 私は、申立期間において、Ａ学校に助教諭として臨時に任用されていた。

申立期間において、厚生年金保険に加入していたと思うので、調査の上、

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管している人事異動通知書及びＢ県教育委員会が発行した在職

証明書から、申立人が申立期間においてＡ学校の助教諭として臨時的に任用

されていたことが確認できる。 

しかしながら、Ａ学校を管轄するＢ県教育庁（申立期間当時は、Ｂ県教育

庁Ｃ教育事務所が管轄）は、「申立期間当時の社会保険関係及び給与支払関

係書類は、保存期間を過ぎているため既に廃棄されている。」と回答してお

り、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料を得ることができない。 

また、申立期間当時、Ｂ県教育庁Ｃ教育事務所管内の学校に教諭として臨

時的に任用されていたとする者は、「私は、厚生年金保険に加入していなか

った。」と供述しており、同人は、オンライン記録において、臨時的任用の

間、国民年金に加入し国民年金保険料を納付していることが確認できる上、

申立期間当時、Ｂ県教育庁Ｃ教育事務所に勤務していたとする事務職員は、

「当時、２か月以上勤務する臨時的任用教諭に係る厚生年金保険の加入の取

扱いについては、希望者のみを加入させていたと思う。」と供述しているこ

とから判断すると、Ｂ県教育庁Ｃ教育事務所は、当時、必ずしも全ての臨時

的任用教諭を厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

さらに、Ｃ教育事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、



 

申立期間当時、申立人の被保険者原票は見当たらず、健康保険の整理番号に

欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


